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　　　　　　　　　　　　　　　　　（調査資料 2020-4）国立国会図書館調査及び立法考査局, 2021.

問題提起

コロナ時代の社会基盤としてのソーシャルメディア

　　　　　　　　　　　　　　　  桜美林大学リベラルアーツ学群　教授
国立国会図書館　客員調査員　　　　　平　和博

　私からは問題提起として、まず全体状況を整理させていただきます（スライド 1）。私は昨
年 3月まで 33年間、朝日新聞社で新聞記者をしていました（スライド 2）。本シンポジウムでは、
ご専門の先生方のお話を伺うという役回りを務めます。
　先ほどお話があったように、本シンポジウムは昨年度の報告書『ソーシャルメディアの動向
と課題』を踏まえて、コロナ時代の新しいメディア環境の中で、その課題と対応策を探ってい
くという趣旨で開催しております。昨年度の報告書では、田中幹人先生のご研究で「私たちは、
民主主義の中でソーシャルメディアを『飼い慣らして』いかねばならない」というコンセプト
を提示されています（スライド 3）。また、本シンポジウムでコメンテータとしてご参加いた
だいている水谷瑛嗣郎先生は、ソーシャルメディアの諸問題の是正を、「思想の自由市場を歪
ませずに」行う必要がある、と指摘されています。
　これらのご指摘を踏まえ、コロナ時代に「ソーシャルメディアを飼い慣ら」し、「思想の自
由市場を歪ませない」形でメディア空間と民主主義社会を発展させるためには何が必要か、と
いうことで、次の 3つの論点を挙げさせていただきます（スライド 4）。1点目は、「インフォ
デミックへの対処」です。ソーシャルメディアは新型コロナ禍において、感染対策の情報共有
の場であると同時に、フェイクニュースや感染者への誹謗中傷などの拡散、不安の伝搬の舞台
ともなり、信頼できる社会基盤としての諸課題が改めて浮き彫りになりました。2点目は、「社
会との軋轢」です。ソーシャルメディアの巨大化は、民主主義社会との関係を改めて問い直す
契機ともなっています。プラットフォーム規制、コンテンツ管理と表現の自由などの課題をめ
ぐりグローバルな議論が続いているところです。そして 3点目は、「メディア環境と倫理」です。
コロナ禍の危機状況は、ソーシャルメディア、マスメディアを含めたメディア環境の在り方と、
新たな倫理・リテラシーの必要性を突き付けています。これらの課題とどう「折り合い」をつ
けていくか、その手掛かりを探っていきたいと思います。
　まずは、社会基盤としてのソーシャルメディアの規模です。最新のデータでは Facebookの
1か月のユーザーは 27億 4000万人です（スライド 5）。これは世界人口 78億人の 35%、3人
に 1人が使っている規模感です。また、YouTubeの 1か月のユーザーは 20億人超、1日の視
聴は 10億時間超ですし、Twitterの 1か月のユーザーは 3億 3000万人超です。そして、現時
点で新型コロナの感染拡大は第 3波と言われるなか、真偽入り交じった情報の氾濫、インフォ
デミックと呼ばれる問題が提起されています。新型コロナに対する根拠のない予防策や、コロ
ナが生物兵器なのではないかといった陰謀論などが氾濫しており、これらを一定の方々は信用
してしまったという調査結果も総務省から報告されています（スライド 6）。
　このインフォデミックを契機として、感染者に対する差別・誹謗中傷、さらには誤った薬剤
の服用によって死亡事故も起きているといった報道も海外ではなされています（スライド 7）。
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　このようなフェイクニュース対策として 4つの局面（フェーズ）が指摘されています（スラ
イド 8）。第 1は、モニタリングやファクトチェックなどによるフェイクニュースの特定です。
第 2は、フェイクニュースの作成者・流通者対策としての規制です。第 3は、プロダクト・拡
散メカニズム対策で、具体的にはコンテンツ管理、技術・アルゴリズム対策、さらには広告の
非収益化などです。最後は、情報の受け手、オーディエンス対策で、倫理・規範、リテラシー
教育、信頼度のラベリングなどです。
　国内においては、2020年 2月、総務省の「プラットフォームサービスに関する研究会」の
最終報告の中で、フェイクニュース対策として、表現の自由の重要性を踏まえて、まずは民間
部門における自主的な取組を基本とした対策を推進することが提言されています（スライド
9）。具体的には、民間の有識者会議の立ち上げ、さらには業界団体「ソーシャルメディア利用
環境整備機構」によるキャンペーンなどが実施されています。また、やはり総務省の「発信者
情報開示の在り方に関する研究会」においては、誹謗中傷などの権利侵害に対する発信者情報
開示手続きの迅速化の検討が進められています。このうち発信者情報開示の検討と、業界団体
による取組については、本シンポジウムのパネリストである曽我部真裕先生がお取り組みに
なっているところです。
　そして、プラットフォームに対する規制の動きが、グローバルにも次々と出てきています（ス
ライド 10）。国内では「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法
律」が 2020年 5月に成立しました。米国では、GAFA（Google, Amazon, Facebook, Apple）に
対する連邦議会の公聴会が開催され、また、司法省が反トラスト法違反の疑いで Googleを提
訴しました。
　なかでも「ソーシャルメディアとプライバシー」というテーマについては、非常に大きな関
心が寄せられています（スライド 11）。ユーザーデータをビジネスに組み込む動きに対して、
「監視資本主義」ではないかといった問題提起もなされています。ドイツではカルテル庁は、
Facebookが傘下の Instagramなどのユーザーデータ、更に外部のユーザーデータを、ユーザー
の自発的同意なく統合することを GDPR（General Data Protection Regulation：一般データ保護
規則）違反として禁止しましたし、この判断を最高裁も 2020年 6月に認めています。翌 7月
には、EU司法裁判所も、Facebookがユーザーデータを EUから米国に移転することについて、
米国側での保護基準が充分に満たされていないとして、移転の枠組みである「プライバシーシー
ルド協定」を無効とする判決を出しています。
　さらに、米国の大統領選をめぐって根拠のない情報の氾濫が起きました（スライド 12）。こ
れに対してソーシャルメディアは、従前の対策に加えてさらに拡散阻止に注力するといった動
きもありました。しかしながら、その判断の透明性、説明責任はどうなっているか、拡散を止
めるべきフェイクニュースの線引きはどうなっているか、といった議論が続いているところで
す。
　一方で、インフォデミック対策、フェイクニュース対策が表現の自由、報道の自由に対する
抑圧となっているような実態もグローバルには報告されています（スライド 13）。
　こういった情報の氾濫の背後には社会の分断があると指摘されてきました。特に、イデオロ
ギー的分極化よりも感情的な分極化が悪化しているのではないかといった指摘もなされていま
す（スライド 14）。
その原因は何か。従来はソーシャルメディアのアルゴリズムが事態を悪化させているのではな
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いかと指摘されてきましたが、それだけではないとの指摘もあります。それに関連して、マス
メディアの在り方も問われています。フェイクニュース拡散の生態系として、匿名のウェブサ
イトなどを起点とした陰謀論のコミュニティ、ソーシャルメディア、さらにはマスメディアが
複雑に絡み合う構造を「増幅のトランペット」と呼ぶコンセプトも示されています（スライド
15）。この生態系のなかで、ソーシャルメディア、マスメディア、ユーザーに求められる倫理・
リテラシーとは何か、あるべきメディア環境とは何か。
　こういったインフォデミックへの対処、社会との軋轢、メディア環境と倫理・リテラシーと
いった論点を通じて、レジリエントな民主主義社会を発展させていくための手がかりを探って
いきたいと思っています（スライド 16）。




